
 

別紙１ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

基礎自治体への権限移譲を行うべき事務 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

留意事項 

 

※ 事務の抽出にあたっては、対象となる事務と関連する事務（同一法律

に規定されている場合と関連する他法律に規定されている場合の両方

を含む。）又は類似目的の他法律において同様に位置付けられている事

務についてもあわせて検討し、抽出した。 

他方、条例による事務処理特例制度によって都道府県から市町村に移

譲されている事務のうち、経由事務などの市町村の自主的な判断の余地

が少ないものについては、引き続き条例による事務処理特例制度による

権限移譲になじむものと判断し、抽出していない。 

 

※ 抽出した事務に付随する事務については、この別紙に掲げられていな

いものも含め、抽出した事務とともに都道府県から市町村への権限移譲

を行うべきである。 

（例） 処分権限を移譲する場合には、これに伴う審議会付議、書面交付、

関係機関への通知等の事務もあわせて移譲する。） 

 

（第３章（１）関係） 



構 成 
 

 

【都市計画決定】 

＜基礎自治体への権限移譲の方針＞（再掲）・・・・・・・P. 1 

＜一般市町村に係る見直し＞・・・・・・・・・・・・・・P. 2 

＜指定都市に係る見直し＞・・・・・・・・・・・・・・・P. 5 

 

【まちづくり・土地利用規制分野】 

＜基礎自治体への権限移譲の方針＞（再掲）・・・・・・・P. 8 

＜基礎自治体への権限移譲を行うべき事務＞・・・・・・・P. 8 

＜設置市町村の範囲を見直すべき機関等＞・・・・・・・・P.12 

○特定行政庁 ○景観行政団体 

 

【福祉分野】 

＜基礎自治体への権限移譲の方針＞（再掲）・・・・・・・P.13 

＜基礎自治体への権限移譲を行うべき事務＞・・・・・・・P.13 

＜設置市町村の範囲を見直すべき機関等＞・・・・・・・・P.15 

○児童相談所 

 

【医療・保健・衛生分野】 

＜基礎自治体への権限移譲の方針＞（再掲）・・・・・・・P.16 

＜基礎自治体への権限移譲を行うべき事務＞・・・・・・・P.16 

＜設置市町村の範囲を見直すべき機関等＞・・・・・・・・P.17 

○保健所 

 

【公害規制分野】 

＜基礎自治体への権限移譲の方針＞（再掲）・・・・・・・P.18 

＜基礎自治体への権限移譲を行うべき事務＞・・・・・・・P.18 

 

【教育分野】 

＜基礎自治体への権限移譲の方針＞（再掲）・・・・・・・P.20 

＜基礎自治体への権限移譲を行うべき事務＞・・・・・・・P.20 

 

【生活・安全・産業振興分野】 

＜基礎自治体への権限移譲の方針＞（再掲）・・・・・・・P.21 

＜基礎自治体への権限移譲を行うべき事務＞・・・・・・・P.21 

 

【その他】 

＜基礎自治体への権限移譲の方針＞（再掲）・・・・・・・P.24 

＜基礎自治体への権限移譲を行うべき事務＞・・・・・・・P.24 



【都市計画決定】

＜基礎自治体への権限移譲の方針＞（再掲）

○　三大都市圏、特定区域か否かを問わず、次の項目を除き、市の区域につい
  ては「市」決定（都道府県同意不要）とし、町村の区域については、すでに
　町村で決定しているものを除くほか、「都道府県」決定（国同意不要）とす
　る。
　
　・  都市計画区域の整備、開発及び保全の方針等
      都市計画区域の整備、開発及び保全の方針、区域区分、都市再開発方針
    等については、都道府県決定（区域区分の方針に係る部分を除き国同意不
    要）(①）
  ・  地域地区
      国・都道府県の責任で行う広域的な政策に係る地域地区については、そ
    れぞれ都道府県決定・国同意（②）又は都道府県決定（国同意不要)（③）
  ・  都市施設
　　  国・都道府県が設置する都市施設、国・都道府県の責任で行う広域的な
    政策に係る都市施設については、それぞれ都道府県決定・国同意（④）又
    は都道府県決定（国同意不要）（⑤）
  ・市街地開発事業
　　  その目的・効果が当該団体の区域を越える大規模な市街地開発事業につ
    いては、都道府県決定（国同意不要）（⑥）

○　指定都市の区域について、都市計画区域の整備、開発及び保全の方針、
  区域区分、都市再開発方針等並びに道路のうち都道府県の役割に指定都市
  の特例が適用されるものについては、都道府県決定に代えて「指定都市」
  決定（都道府県同意不要）とする。（⑦）
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＜一般市町村に係る見直し＞

不要 同意 不要
特定区域（*1）のみ

同意
同意

○
△ ①

○
△ ①

○
△ ①

○
△ ①

三大都市圏等（*3）
○
△

その他
○
△
○
△
○
△

三大都市圏等（*3）
○
△

その他
○
△

三大都市圏等（*3）
○
△

その他
○
△
○
△
○
△
○
△

○△ ②
○
△
○
△
○
△

面積10ha以上
○

△

その他
○
△
○
△

特定重要港湾
○
△ ②、③

重要港湾
○
△ ③

その他
○
△

○△ ②

○

△

面積10ha以上
○

△

その他
○
△

○

△

○
△

○
△ ③

○
△
○
△

○△ ③

○△ ③

促
○
△

進
○
△

区
○
△

域
○
△
○
△
○
△

特例容積率適用地区

移譲の方針※都　市　計　画　の　内　容

都道府県決定市町村決定

都道府県知事の同意

都市計画区域の整備、開
発及び保全の方針

区域区分の有無及び方針並
びに国の利害に重大な関係
がある都市計画の決定の方
針

その他

区域区分

都市再開発方針等

用途地域（*2）

特別用途地区（*2）

特定用途制限地域（*2）

地
　
域
　
地
　
区

高層住居誘導地区

高度地区（*2）

高度利用地区

特定街区

都市再生特別地区

防火地域・準防火地域

特定防災街区整備地区

景観地区（*2）

風致地区（*2）

駐車場整備地区

臨港地区

歴史的風土特別保存地区

緑地保全地域

特別緑地保全地区

（近郊緑地特別保全地区）

緑化地域

流通業務地区

生産緑地地区

伝統的建造物群保存地区（*2）

航空機騒音障害防止地区

航空機騒音障害防止特別地区

市街地再開発促進区域

住宅街区整備促進区域

土地区画整理促進区域

拠点業務市街地整備土地区画整理促進区域

遊休土地転換利用促進地区

被災市街地復興推進地域

（○：現行（市）、△：現行（町村））　　（　　　　：見直し（市）、　　　　：見直し（町村））

大臣の同意

指定特定重要港湾以外

二以上の市町村の区域にわたる場合

二以上の市町村の区域にわたらない場合

二以上の市町村の区域にわたる場合

二以上の市町村の区域にわたらない場合

二以上の市町村の区域にわたる場合

二以上の市町村の区域にわたらない場合

二以上の市町村の区域にわたる場合

二以上の市町村の区域にわたらない場合

区域区分の方針に係る部分を除く

※　丸数字は、当該分野の＜基礎自治体への権限移譲の方針＞の該当部分を示している。
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不要 同意 不要
特定区域（*1）のみ

同意
同意

移譲の方針※都　市　計　画　の　内　容

都道府県決定市町村決定

都道府県知事の同意 大臣の同意

○△ ④

４車線以上
○
△ ⑤

４車線未満 ○△ ⑤

４車線以上
○
△

４車線未満
○
△

高速自動車国道 ○△ ④

その他
○
△ ⑤

○△ ④

○
△

一般
○
△

専用
○
△

第１種 ○△ ④

第２種・第３種
○
△ ⑤

その他
○
△

国が設置する面積
10ha以上のもの

○△ ④

面積10ha以上
○
△ ⑤

その他
○
△

面積10ha以上
○
△ ⑤

その他
○
△
○
△

水道用水供給事業 ○△ ⑤

その他
○
△
○
△

排水区域が二以上の
市町村の区域

○△ ⑤

その他
○
△

○
△ ⑤

○
△

産業廃棄物処理施設 ○△ ⑤

その他
○
△
○
△

一級河川 ○△ ④

二級河川 ○△ ⑤

準用河川
○
△

○△ ⑤

大学・高専 ○△ ⑤

その他
○
△
○
△
○
△
○
△
○
△

2,000戸以上
○
△

2,000戸未満
○
△

○△ ④
○
△ ⑤

○
△
○
△

○
△ ⑤

道
　
　
路

駐車場

その他公共空地

水道都
市
施
設

一般国道

都道府県道

その他の道路

自動車専用道
路

都市高速鉄道

電気通信事業用施設

防潮施設

学校

図書館・研究施設等

流通業務団地

防風・防火・防水・防雪及び砂防施設

市場・と畜場

下水道

公共下水道

流域下水道

その他

病院・保育所等

運河

電気・ガス供給施設

自動車ターミナル

一団地の官公庁施設

汚物処理場・ごみ焼却場

地域冷暖房施設

河川

一団地の住宅施設

火葬場

空港

公園・緑地

広場・墓園

県が設置するものを除く

県が設置するものを除く

※　丸数字は、当該分野の＜基礎自治体への権限移譲の方針＞の該当部分を示している。
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不要 同意 不要
特定区域（*1）のみ

同意
同意

移譲の方針※都　市　計　画　の　内　容

都道府県決定市町村決定

都道府県知事の同意 大臣の同意

面積50ha超
○
△ ⑥

面積50ha以下
○
△

○
△ ⑥

○
△ ⑥

面積３ha超
○
△ ⑥

面積３ha以下
○
△

○
△ ⑥

面積20ha超
○
△ ⑥

面積20ha以下
○
△

面積３ha超
○
△ ⑥

面積３ha以下
○
△

○
△ ⑥

○
△ ⑥

○
△ ⑥

○
△ ⑥

○△ ④

○
△ ③

地

区

計
○(*4)
△

画
○(*4)
△

等
○(*4)
△

　　　　＊１　三大都市圏の既成市街地・近郊整備地帯等の全部又は一部を含む都市計画区域、三大都市圏の都市開発区域又は人口三十万

　　　　　　以上の市の区域の全部又は一部を含む都市計画区域等のうち国土交通大臣の指定する区域

　　　　＊２　準都市計画区域についてのこれらの都市計画は、市町村決定（あらかじめ、都道府県知事の意見聴取）

　　　　＊３　三大都市圏の既成市街地・近郊整備地帯等、指定都市の区域の全部又は一部を含む都市計画区域

　　　　＊４　都道府県知事の同意事項は、地区計画の区域・位置、地区施設の配置・規模、建築物等の用途の制限等に限定

　　　　◎　本表は、都市再生特別措置法の都市再生整備計画による権限移譲を受けた都市計画決定等の場合を除く

集落地区計画

地区計画

新都市基盤整備事業予定区域

面積20ha以上の一団地の住宅施設予定
区域

一団地の官公庁施設予定区域

流通業務団地予定区域

防災街区整備地区計画

沿道地区計画

市
街
地
開
発
事
業

市
街
地
開
発
事
業
等
予
定
区
域

新住宅市街地開発事業

工業団地造成事業

市街地再開発事業

防災街区整備事業

新住宅市街地開発事業予定区域

住宅街区整備事業

土地区画整理事業

新都市基盤整備事業

○(*4)
△

工業団地造成事業予定区域

※　丸数字は、当該分野の＜基礎自治体への権限移譲の方針＞の該当部分を示している。
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（○：現行、　　　　　：見直し）

不要 同意 不要
特定区域（*1）のみ

同意 同意 不要
特定区域（*1）のみ

同意 同意

○ ⑦

○ ⑦

○ ⑦

○ ⑦

三大都市圏等（*3） ○

その他 ○

○

○

三大都市圏等（*3） ○

その他 ○

三大都市圏等（*3） ○

その他 ○

○

○

○

○ ②

○

○

○

面積10ha以上 ○

その他 ○

○

特定重要港湾 ○ ②、③

重要港湾 ○

その他 ○

○ ②

○

面積10ha以上 ○

その他 ○

○

○

○

○

○

○

○

促 ○

進 ○

区 ○

域 ○

○

○

歴史的風土特別保存地区

緑地保全地域

特別緑地保全地区

＜指定都市に係る見直し＞

高度地区（*2）

特例容積率適用地区

特定用途制限地域（*2）

高層住居誘導地区

風致地区（*2）

駐車場整備地区

用途地域（*2）

特別用途地区（*2）

大臣の同意

指定都市決定

区域区分

都市再開発方針等

地
　
域
　
地
　
区

伝統的建造物群保存地区（*2）

臨港地区

特定防災街区整備地区

住宅街区整備促進区域

土地区画整理促進区域

拠点業務市街地整備土地区画整理促進区域

遊休土地転換利用促進地区

被災市街地復興推進地域

市街地再開発促進区域

（近郊緑地特別保全地区）

緑化地域

流通業務地区

生産緑地地区

航空機騒音障害防止地区

航空機騒音障害防止特別地区

移譲の方針
※都　市　計　画　の　内　容

都道府県決定

大臣の同意

都市計画区域の整備、開
発及び保全の方針

都道府県知事の同意

区域区分の有無及び方針
並びに国の利害に重大な関
係がある都市計画の決定の
方針

その他

景観地区（*2）

高度利用地区

特定街区

都市再生特別地区

防火地域・準防火地域

指定特定重要港湾以外

区域区分の方針に係る部分を除く

※　丸数字は、当該分野の＜基礎自治体への権限移譲の方針＞の該当部分を示している。
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不要 同意 不要
特定区域（*1）のみ

同意 同意 不要
特定区域（*1）のみ

同意 同意

大臣の同意

指定都市決定

移譲の方針
※都　市　計　画　の　内　容

都道府県決定

大臣の同意都道府県知事の同意

○ ⑦

４車線以上 ○ ⑦

４車線未満 ○

４車線以上 ○

４車線未満 ○

高速自動車国道 ○ ⑦

その他 ○（*4）

○

○

一般 ○

専用 ○

第１種 ○ ④

第２種・第３種 ○ ⑤

その他 ○

国が設置する面積
10ha以上のもの

○ ④

面積10ha以上 ○

その他 ○

面積10ha以上 ○

その他 ○

○

水道用水供給事業 ○ ⑤

その他 ○

○

排水区域が二以上
の市町村の区域

○ ⑤

その他 ○

○ ⑤

○

産業廃棄物処理施
設

○

その他 ○

○

一級河川 ○ ④

二級河川 ○（*5）

準用河川 ○

○

大学・高専 ○

その他 ○

○

○

○

○

2,000戸以上 ○

2,000戸未満 ○

○ ④

○

○

○

○

電気通信事業用施設

道
　
　
路

防風・防火・防水・防雪及び砂防施設

一団地の住宅施設

火葬場

一団地の官公庁施設

汚物処理場・ごみ焼却場

地域冷暖房施設

河川

流通業務団地

防潮施設

市場・と畜場

電気・ガス供給施設

下水道

公共下水道

流域下水道

その他

運河

学校

図書館・研究施設等

病院・保育所等

公園・緑地

広場・墓園

その他公共空地

水道

都市高速鉄道

駐車場

自動車ターミナル

空港

自動車専用道
路

都
市
施
設

一般国道

都道府県道

その他の道路

県が設置するものを除く

県が設置するものを除く

※　丸数字は、当該分野の＜基礎自治体への権限移譲の方針＞の該当部分を示している。
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不要 同意 不要
特定区域（*1）のみ

同意 同意 不要
特定区域（*1）のみ

同意 同意

大臣の同意

指定都市決定

移譲の方針
※都　市　計　画　の　内　容

都道府県決定

大臣の同意都道府県知事の同意

面積50ha超 ○

面積50ha以下 ○

○

○

面積３ha超 ○

面積３ha以下 ○

○

面積20ha超 ○

面積20ha以下 ○

面積３ha超 ○

面積３ha以下 ○

○

○

○

○

○ ④

○

地

区

計 ○(*6)

画 ○(*6)

等 ○(*6)

　　　　＊１　三大都市圏の既成市街地・近郊整備地帯等の全部又は一部を含む都市計画区域、三大都市圏の都市開発区域又は人口三十万

　　　　　　以上の市の区域の全部又は一部を含む都市計画区域等のうち国土交通大臣の指定する区域

　　　　＊２　準都市計画区域についてのこれらの都市計画は、市町村決定（あらかじめ、都道府県知事の意見聴取）

　　　　＊３　三大都市圏の既成市街地・近郊整備地帯等、指定都市の区域の全部又は一部を含む都市計画区域

　　　　＊４　指定都市が決定するのは、首都高速道路、阪神高速道路、指定都市高速道路以外のものに限る

　　　　＊５　指定都市が決定するのは、一の指定都市の区域内に存するものに限る

　　　　＊６　都道府県知事の同意事項は、地区計画の区域・位置、地区施設の配置・規模、建築物等の用途の制限等に限定

　　　　◎　本表は、都市再生特別措置法の都市再生整備計画による権限移譲を受けた都市計画決定等の場合を除く

新住宅市街地開発事業予定区域

工業団地造成事業予定区域
市
街
地
開
発
事
業
等
予
定
区
域

新都市基盤整備事業予定区域

面積20ha以上の一団地の住宅施設予定
区域

一団地の官公庁施設予定区域

流通業務団地予定区域

市
街
地
開
発
事
業

○(*6)

新都市基盤整備事業

新住宅市街地開発事業

工業団地造成事業

市街地再開発事業

土地区画整理事業

住宅街区整備事業

防災街区整備事業

集落地区計画

地区計画

防災街区整備地区計画

沿道地区計画

※　丸数字は、当該分野の＜基礎自治体への権限移譲の方針＞の該当部分を示している。
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【まちづくり・土地利用規制分野】

＜基礎自治体への権限移譲を行うべき事務＞

29 1
都市計画区域又は準都市計画区域における開発行
為の許可

29 2
都市計画区域及び準都市計画区域外における開発
行為の許可

43 1
市街化調整区域における開発区域外の建築等の許
可

53 1
都市計画施設又は市街地開発事業の区域内におけ
る建築の許可

65 1 都市計画事業地内の建築等の許可

80 1 報告徴収等

81 1 許可の取消し等の監督処分

82 1 立入検査

59 1 市が行う都市計画事業の認可

59 4 特許事業者が行う都市計画事業の認可

5 1 流通業務地区における施設建設等の許可

6 1 違反施設の移転、除却等の命令

8 1 緑地保全地域における行為の届出

8 2 緑地保全地域における行為の禁止、制限、命令

9 1 原状回復命令（緑地保全地域）

11 1 報告徴収（緑地保全地域）

11 2 立入検査（緑地保全地域）

14 1 特別緑地保全地区における行為の許可

15 原状回復命令（特別緑地保全地区）

19 報告徴収、立入検査（特別緑地保全地区）

①

移譲先
※1

市

①市

条

②

①

項 事務内容

都市計画
決定権者

市

移譲の方針
※2法令名

都市計画法

流通業務市街地の整
備に関する法律

都市緑地法

＜基礎自治体への権限移譲の方針＞（再掲）

○　土地利用規制等のために設定された特定区域における行為の規制に係る事務について、次
　に掲げるものを除き、「市」まで移譲する。（①）
　・ 国・都道府県の責任で行う広域的な政策の観点から設定された特定区域におけるもの
　　（すでに一部の市で個別の行為の規制に係る事務を処理しているものを除く。）
　・ 国・都道府県が危険防止のために設定した特定区域におけるもの
○　市・特許事業者施行の都市計画事業の認可等に係る事務（②）については「都市計画決定
　権者」が行うこととするほか、個人・再開発会社施行の市街地再開発事業の認可等に係る事
　務（③）については「指定都市」まで、個人・区画整理会社施行の土地区画整理事業の認可
　等に係る事務（④）については「市」まで、それぞれ移譲する。
○　建築物、住宅、駐車場等に係る事務のうち、建築基準法等の特定行政庁としての事務につ
　いては、政令で定められた市以外の市が実施する場合の都道府県知事の同意を廃止し（⑤）、
　それ以外の事務についてはその目的・効果が当該団体の区域を越えるものを除き「市」まで
　移譲する。（⑥）
○　景観法等の景観行政団体としての事務について、指定都市・中核市以外の市町村が実施す
　る場合の都道府県知事の同意を廃止する。（⑦）

 　    ※1　中核市：指定都市、中核市　　　特例市：指定都市、中核市、特例市　　　市：指定都市、中核市、特例市を含む市
　　　　      なお、すでに法令上、事務を処理している市を含む。
　     ※2　丸数字は、当該分野の＜基礎自治体への権限移譲の方針＞の該当部分を示している。
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移譲先
※1条 項 事務内容 移譲の方針

※2法令名

21 1 拠点整備促進区域内における建築行為等の許可

21 6 原状回復命令、除却命令等

76 1
土地区画整理事業施行地区内における土地の形質
の変更等の許可

76 4
土地区画整理事業施行地区内の土地の形質の変更
等の許可に係る原状回復等の命令

4 1 個人施行による土地区画整理事業の認可

14 1 土地区画整理組合の設立認可

14 3 事業計画の認可

51 の 2 1 区画整理会社施行による土地区画整理事業の認可

86 1 換地計画の認可

124 個人施行による土地区画整理事業に対する監督

125
土地区画整理組合の施行する土地区画整理事業に
対する監督

125 の 2
区画整理会社の施行する土地区画整理事業に対す
る監督

7 の 4 1 市街地再開発促進区域内における建築の許可

7 の 5 1
市街地再開発促進区域内における建築許可違反に
対する違反是正措置命令

66 1 事業施行地区内における建築行為等の許可

66 4
事業施行地区内の建築行為等の許可に係る原状回
復等の命令

7 の 9 1
個人施行に係る第一種市街地再開発事業の施行の
認可

11 1 市街地再開発組合の設立の認可

11 3 事業計画の認可

50 の 2 1 再開発会社の規準及び事業計画の認可

72 1 権利変換計画の認可

124 3 個人、組合、再開発会社に対する措置命令

124 の 2 個人施行者に対する監督

125 市街地再開発組合に対する監督

125 の 2 再開発会社に対する監督

市

市

市

市

指定都市

①

①

④

③

①

地方拠点都市地域の
整備及び産業業務施
設の再配置の促進に
関する法律

土地区画整理法

都市再開発法

 　    ※1　中核市：指定都市、中核市　　　特例市：指定都市、中核市、特例市　　　市：指定都市、中核市、特例市を含む市
　　　　      なお、すでに法令上、事務を処理している市を含む。
　     ※2　丸数字は、当該分野の＜基礎自治体への権限移譲の方針＞の該当部分を示している。

9



移譲先
※1条 項 事務内容 移譲の方針

※2法令名

197 1
防災街区整備事業の施行地区内における建築行為
等の許可

197 4
防災街区整備事業の施行地区内の建築行為等の許
可に係る原状回復等の命令

283 1
施行予定者が定められている防災都市計画施設の
区域内における建築の許可

283 3 許可の取消し等の監督処分、立入検査等

122 1 個人施行による防災街区整備事業の認可

136 1 防災街区整備事業組合の設立の認可

136 3 防災街区整備事業組合による事業計画の認可

165 1 事業会社による防災街区整備事業の認可

204 1 権利変換計画の認可

269 個人施行者に対する監督

270 防災街区整備事業組合に対する監督

271 事業会社に対する監督

4 1
都市計画施設の区域内等で土地を譲渡する場合の
届出の受理

5 1 土地買取り希望の申し出の受理

6 1
土地買取りの協議を行う地方公共団体等の決定及び
その旨の通知

6 3
土地買取りの協議を行う地方公共団体等のない旨の
通知

7 1
土地区画整理促進区域内における建築行為等の許
可

26 1
住宅街区整備促進区域内における建築行為等の許
可

67 1
住宅街区整備事業の施行区域内における土地の形
質の変更等の許可

104 建築行為等に係る原状回復命令、除却命令等

33 1 個人施行による住宅街区整備事業の認可

37 1 住宅街区整備組合の設立の認可

72 1 換地計画の認可

96 個人、住宅街区整備組合等に対する監督

7 1
被災市街地復興推進地域内における建築行為等の
許可

7 5 原状回復命令、除却命令等

9 1 地区内における建築行為等の許可

9 4 土地の原状回復、建築物等の除却等の命令

市

市

市

市

市

指定都市

市

①

①

④

①

①

①

③

大都市地域における住
宅及び住宅地の供給
の促進に関する特別措
置法

被災市街地復興特別
措置法

住宅地区改良法

密集市街地における防
災街区の整備の促進
に関する法律

公有地の拡大の推進
に関する法律

 　    ※1　中核市：指定都市、中核市　　　特例市：指定都市、中核市、特例市　　　市：指定都市、中核市、特例市を含む市
　　　　      なお、すでに法令上、事務を処理している市を含む。
　     ※2　丸数字は、当該分野の＜基礎自治体への権限移譲の方針＞の該当部分を示している。
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移譲先
※1条 項 事務内容 移譲の方針

※2法令名

15 の 2 1 農用地区域内における開発行為の許可

15 の 3
農用地区域内における開発行為についての監督処
分

3 1 農地等の権利移動の許可

4 1 農地転用の許可（2ha以下）

5 1 農地等の転用を伴う権利移動の許可（2ha以下）

20 1 農地等の賃借権の解約等の許可

82 1 立入調査等

83 土地の状況等に関する報告の徴収

83 の 2 違反転用に対する処分

9 1 マンション建替組合設立の認可

45 1 個人が施行するマンション建替事業の認可

57 1 権利変換計画の認可

98 マンション建替組合に対する監督

99 個人施行者に対する監督

12 1 特定路外駐車場の設置の届出の受理

12 3 基準適合の命令

53 2 報告及び立入検査

2 1 特定優良賃貸住宅の供給計画の認定

8
特定優良賃貸住宅の建設又は管理の状況に係る報
告の徴収

10
特定優良賃貸住宅の建設又は管理の状況に係る改
善命令

11 1 供給計画の認定の取消し

30 1 高齢者向け優良賃貸住宅の供給計画の認定

37
高齢者向け優良賃貸住宅の整備又は管理の状況に
係る報告の徴収

39
高齢者向け優良賃貸住宅の整備又は管理の状況に
係る改善命令

40 1 供給計画の認定の取消し

56 終身建物賃貸借事業の認可

70 認可事業者からの報告の徴収

72 改善命令

73 事業の認可の取消し

市

市

市

市

市 ④

⑥

⑥

⑥

市

①

①

高齢者の居住の安定
確保に関する法律

農地法

マンションの建替えの
円滑化等に関する法律

高齢者、障害者等の移
動等の円滑化の促進
に関する法律

特定優良賃貸住宅の
供給の促進に関する法
律

農業振興地域の整備
に関する法律

 　    ※1　中核市：指定都市、中核市　　　特例市：指定都市、中核市、特例市　　　市：指定都市、中核市、特例市を含む市
　　　　      なお、すでに法令上、事務を処理している市を含む。
　     ※2　丸数字は、当該分野の＜基礎自治体への権限移譲の方針＞の該当部分を示している。
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移譲先
※1条 項 事務内容 移譲の方針

※2法令名

3 1 宅地造成工事規制区域の指定

8 1 宅地造成に関する工事の許可

14 1 宅地造成に関する工事の許可の取消し

17 1 改善命令

18 1 立入検査

19 報告徴収

12 路外駐車場の設置及び変更の届出の受理

13 1 管理規程の届出の受理

13 4 管理規程の届出の変更の受理

14
路外駐車場の全部又は一部の供用の休廃止等の届
出の受理

18 1 報告徴収、立入検査等

19 路外駐車場の構造等の是正命令

＜設置市町村の範囲を見直すべき機関等＞

4 3 建築主事の設置に係る都道府県知事の協議、同意

97 の 2 2
市町村の建築主事の設置の特例に係る都道府県知
事の協議、同意

景
観
行
政
団
体

景観法 7 1
市町村が景観行政団体として事務を行う場合の都道
府県知事の協議、同意

同意の廃止 ⑦

⑥

⑥

市

市

特
定
行
政
庁

宅地造成等規制法

駐車場法

組
織

法令名 移譲の方針
※2

建築基準法 同意の廃止

条 項 事務内容 見直し案

⑤

 　    ※1　中核市：指定都市、中核市　　　特例市：指定都市、中核市、特例市　　　市：指定都市、中核市、特例市を含む市
　　　　      なお、すでに法令上、事務を処理している市を含む。
　     ※2　丸数字は、当該分野の＜基礎自治体への権限移譲の方針＞の該当部分を示している。
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【福祉分野】

＜基礎自治体への権限移譲を行うべき事務＞

15 4
養護老人ホーム、特別養護老人ホームの設置の認
可

18 2
養護老人ホーム、特別養護老人ホームの長からの報
告徴収、質問及び立入検査

19 1
養護老人ホーム、特別養護老人ホームの事業停止
命令又は認可の取消し等

15 2 老人デイサービスセンター等の設置の届出受理

18 1
老人デイサービスセンター等設置者からの報告徴
収、質問及び立入検査

18 の 2 2
老人デイサービスセンター等に対する業務改善命
令、停止命令等

14 老人居宅生活支援事業の開始の届出受理

18 1
老人居宅生活支援事業者等からの報告徴収、質問
及び立入検査

18 の 2 2 老人居宅生活支援事業等の制限及び停止の命令

29 1 有料老人ホームの設置の届出受理

29 6
有料老人ホーム設置者等からの報告徴収、質問及び
立入検査

29 8 有料老人ホーム設置者に対する改善命令

35 4 児童福祉施設の設置の認可

46 1
児童福祉施設の設置者等からの報告徴収、質問及
び立入検査

46 4 児童福祉施設の設置者に対する事業停止命令

58 児童福祉施設の認可取消し

59 の 2 1 認可外保育施設の事業開始の届出受理

59 1
認可外保育施設の設置者等からの報告徴収、質問
及び立入調査

59 3
認可外保育施設の設置者に対する設備等の改善そ
の他の勧告

59 5 認可外保育施設の事業停止又は施設閉鎖の命令

①

事務内容条 項

②

移譲の方針
※2

移譲先
※1

             市

 （保育所、
   児童館、
   認可外保育施設）

          特例市

 （助産施設、
  母子生活支援施設）

市

①、②

法令名

老人福祉法

児童福祉法

＜基礎自治体への権限移譲の方針＞（再掲）

○　すでに中核市で処理している事務（①）、及び都道府県・指定都市で処理している事務であっ
  てもすでに市が処理している事務と密接に関連する事務（②）については、「市」（対象の散在
  性から広域的に処理する必要がある事務にあってはその散在性に応じて「中核市」「特例市」）
  まで移譲する。
○　指定介護保険事業者の指定、指導監督等に係る事務については「市」まで、指定障害福祉サー
  ビス事業者の指定・指導監督等に係る事務については「中核市」まで、それぞれ移譲（指定に限
  り都道府県同意）する。（③）
○　都道府県と市の協議が整った場合には速やかに指定を行うなど、児童相談所設置市の政令によ
  る指定手続等を見直す。（④）

 　 ※1　中核市：指定都市、中核市　　　特例市：指定都市、中核市、特例市　　　市：指定都市、中核市、特例市を含む市
　　　　   なお、すでに法令上、事務を処理している市を含む。
　  ※2　丸数字は、当該分野の＜基礎自治体への権限移譲の方針＞の該当部分を示している。
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事務内容条 項 移譲の方針
※2

移譲先
※1法令名

62 1 第一種社会福祉事業の開始の届出受理

62 2 第一種社会福祉事業の許可

69 1 第二種社会福祉事業の開始の届出受理

70
社会福祉事業の経営者からの報告徴収、立入検査
等

72 1 社会福祉事業経営の制限、停止命令、許可取消し

31 1 社会福祉法人の定款の認可

56 1 社会福祉法人に対する報告徴収及び検査

56 3 社会福祉法人に対する業務停止命令等

56 4 社会福祉法人の解散命令

15 4 身体障害者手帳の交付

12 の 3 1 身体障害者相談員への委託による相談・指導等

15 の 2 1 知的障害者相談員への委託による相談・指導等 市 ①

54 1 育成医療費の支給の認定

58 1 育成医療費の支給

13 母子福祉資金の貸付け

32 寡婦福祉資金の貸付け

41 1 指定居宅サービス事業者の指定

76 1
指定居宅サービス事業者等に対する報告命令、立入
検査等

76 の 2 3 指定居宅サービス事業者に対する措置命令

77 1 指定居宅サービス事業者の指定の取消し等

48 1 指定介護老人福祉施設の指定

90 1
指定介護老人福祉施設開設者等に対する報告命
令、立入検査等

91 の 2 3 指定介護老人福祉施設開設者に対する措置命令

92 1 指定介護老人福祉施設の指定の取消し等

94 1 介護老人保健施設の開設の許可

100 1
介護老人保健施設開設者等に対する報告命令、立
入検査等

103 3 介護老人保健施設開設者に対する措置命令等

104 1 介護老人保健施設の開設許可の取消し等

48 1 指定介護療養型医療施設の指定

              市

 　　（指定に限り
        都道府県同意）

③

社会福祉法

①市

            市

 (軽費老人ホーム、
  老人福祉センター、
  隣保事業、
  放課後児童健全育
  成事業）

市 ①

①

市 ①身体障害者福祉法

知的障害者福祉法

障害者自立支援法

母子及び寡婦福祉法

介護保険法

市 ①

 　 ※1　中核市：指定都市、中核市　　　特例市：指定都市、中核市、特例市　　　市：指定都市、中核市、特例市を含む市
　　　　   なお、すでに法令上、事務を処理している市を含む。
　  ※2　丸数字は、当該分野の＜基礎自治体への権限移譲の方針＞の該当部分を示している。
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事務内容条 項 移譲の方針
※2

移譲先
※1法令名

112 1
指定介護療養型医療施設開設者等に対する報告命
令、立入検査等

113 の 2 3 指定介護療養型医療施設開設者に対する措置命令

114 1 指定介護療養型医療施設の指定の取消し等

29 1 指定障害福祉サービス事業者の指定

48 1
指定障害福祉サービス事業者等に対する報告命令、
立入検査等

49 1
指定障害福祉サービス事業者に対する基準遵守勧
告

50 1 指定障害福祉サービス事業者の指定取消し等

29 1 指定障害者支援施設の指定

48 3
指定障害者支援施設の設置者等に対する報告命
令、立入検査等

49 2
指定障害者支援施設の設置者に対する基準遵守勧
告

50 3 指定障害者支援施設の指定取消し等

32 1 指定相談支援事業者の指定

48 4
指定相談支援事業者等に対する報告命令、立入検
査等

49 3 指定相談支援事業者に対する基準遵守勧告

50 4 指定相談支援事業者の指定取消し等

＜設置市町村の範囲を見直すべき機関等＞

児
童
相
談
所

児童福祉法 59 の 4 1
政令で定める市における児童相談所の設置（施行令
第45条の2）

 政令による指定
 手続等を見直す

④

              市

 　　（指定に限り
        都道府県同意）

条 項 事務内容 見直し案 移譲の方針
※2組

織
法令名

③

障害者自立支援法

介護保険法

          中核市

 　　（指定に限り
        都道府県同意）

③

 　 ※1　中核市：指定都市、中核市　　　特例市：指定都市、中核市、特例市　　　市：指定都市、中核市、特例市を含む市
　　　　   なお、すでに法令上、事務を処理している市を含む。
　  ※2　丸数字は、当該分野の＜基礎自治体への権限移譲の方針＞の該当部分を示している。
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【医療・保健・衛生分野】

＜基礎自治体への権限移譲を行うべき事務＞

18 低体重児の届出受理

19 1 未熟児の訪問指導

20 1 未熟児養育医療の給付等

4 1 薬局の開設の許可

12 1 薬局製造販売医薬品の製造販売業の許可

13 1 薬局製造販売医薬品の製造業の許可

69 2 薬局開設者等からの報告徴収及び質問、立入検査

70 1 薬局開設者等に対する廃棄等の措置命令

72 4
薬局開設者等に対する構造設備の改善命令又は使
用禁止命令

75 1
薬局開設者等に対する業務の停止命令及び許可の
取消し

38 2 結核指定医療機関の指定

43 1
結核指定医療機関の管理者からの報告徴収、立入
検査

38 9 結核指定医療機関の指定取消し

34 1
専用水道の給水開始の届出受理(法第13条第1項準
用）

32 専用水道の布設工事の設計の確認

39 2 専用水道設置者からの報告徴収、立入検査等

37 専用水道の給水停止命令

39 3 簡易専用水道設置者からの報告徴収、立入検査等

37 簡易専用水道の給水停止命令

市 ①

移譲の方針
※2

①

②

②

条 項 移譲先
※1事務内容

保健所設置市

市

保健所設置市

法令名

母子保健法

薬事法

感染症の予防及び感
染症の患者に対する医

療に関する法律

水道法

＜基礎自治体への権限移譲の方針＞（再掲）

○　すでに保健所設置市で処理している事務であって、身近なところで処理することによりきめ
  の細かい対応が可能なものについて、「市」まで移譲する。（①）
○　すでに保健所設置市で一部の対象に係る事務を処理している場合における他の対象に係る事
  務であって、その目的・効果が当該団体の区域を越えないもの（②）、及びすでに届出・許可
  ・指導監督等の事務が保健所設置市で処理されている場合における基準設定事務（③）につい
  て、「保健所設置市」まで移譲する。
○　都道府県と市の協議が整った場合には速やかに指定を行うなど、保健所設置市の政令による
  指定手続等を見直す。（④）

 　  ※1　中核市：指定都市、中核市　　　特例市：指定都市、中核市、特例市　　　市：指定都市、中核市、特例市を含む市
　　　　    なお、すでに法令上、事務を処理している市を含む。
　   ※2　丸数字は、当該分野の＜基礎自治体への権限移譲の方針＞の該当部分を示している。
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移譲の方針
※2条 項 移譲先

※1事務内容法令名

22 1 業務上取扱者の届出の受理

22 4
業務上取扱者に対する廃棄物の回収等の命令（第１
５条の３を準用）

22 4
届出を要する業務上取扱者からの報告の徴収、店舗
等への立入検査及び毒物等の収去（第１７条第２項
を準用）

22 4
不適当な業務上取扱者の変更命令（第１９条第３項を
準用）

22 5
届出を要しない業務上取扱者にからの報告の徴収、
店舗等への立入検査及び毒物等の収去（第１７条第
２項を準用）

22 6
違反していると認める業務上取扱者等に対する必要
な措置の命令

3 2
施設の構造設備の基準の設定（施行令第１条）
（条例制定）

3 3
（設置場所の要件）社会教育施設で学校・児童福祉
施設に類するもの（第３号）の指定（条例制定）

4 2 衛生措置の基準の設定（条例制定）

5
宿泊を拒むことができる事由（第3号）の指定
（条例制定）

6 2
理容所以外の場所で業務を行うことができる場合の
指定（施行令第4条第3号・条例制定）

9 業務に関する衛生措置（第3号）の基準（条例制定）

12 施設に関する衛生措置（第3号）の基準（条例制定）

7
美容所以外の場所で業務を行うことができる場合の
指定（施行令第4条第3号・条例制定）

8 業務に関する衛生措置（第3号）の基準（条例制定）

13 施設に関する衛生措置（第4号）の基準（条例制定）

3 3
クリーニング業を営む者が講ずべき措置（第6号）の
基準（条例制定） 保健所設置市 ③

2 2 構造設備等の基準の設定（条例制定）

3 2 衛生措置の基準の設定（条例制定）

2 3 公衆浴場の配置基準の設定（条例制定）

3 2
衛生及び風紀に必要な措置の基準の設定
（条例制定）

＜設置市町村の範囲を見直すべき機関等＞

保
健
所

地域保健法 5 1
政令で定める市における保健所の設置（施行令第1
条第1項第3号）

政令による指定
手続等を見直す

④

保健所設置市

理容師法

②

③

③

保健所設置市 ③美容師法

保健所設置市

③

保健所設置市 ③

保健所設置市

保健所設置市

見直し案 移譲の方針
※2

毒物及び劇物取締法

旅館業法

組
織

クリーニング業法

興行場法

公衆浴場法

事務内容法令名 条 項

 　  ※1　中核市：指定都市、中核市　　　特例市：指定都市、中核市、特例市　　　市：指定都市、中核市、特例市を含む市
　　　　    なお、すでに法令上、事務を処理している市を含む。
　   ※2　丸数字は、当該分野の＜基礎自治体への権限移譲の方針＞の該当部分を示している。
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【公害規制分野】

＜基礎自治体への権限移譲を行うべき事務＞

6 1 ばい煙発生施設の設置の届出の受理

9 届出されたばい煙発生施設の計画変更命令

9 の 2
届出された特定工場等の指定ばい煙の処理の方法の改善
その他の措置の命令

14 1 ばい煙発生施設に対する改善命令等

14 3
特定工場等の指定ばい煙の処理の方法の改善その他の措
置の命令

17 の 4 1 揮発性有機化合物排出施設の設置の届出の受理

17 の 7 届出された揮発性有機化合物排出施設の計画変更命令

17 の10 揮発性有機化合物排出施設に対する改善命令等

18 1 一般粉じん発生施設の設置の届出の受理

18 の 4 一般粉じん発生施設の基準適合命令等

18 の 6 1 特定粉じん発生施設の設置の届出の受理

18 の 8 届出された特定粉じん発生施設の計画変更命令

18 の11 特定粉じん発生施設に対する改善命令等

18 の15 1 特定粉じん排出等作業の実施の届出の受理

18 の16 特定粉じん排出等作業の計画変更命令

18 の18 特定粉じん排出等作業の作業基準適合命令等

22 1 大気の汚染の状況の常時監視

26 1 報告の要求及び立入検査

附 10 指定物質排出施設に対する排出抑制勧告

附 11 指定物質排出施設に対する報告の要求

12 1 特定施設の設置の届出の受理

15 届出された特定施設の計画変更命令

16 届出された総量規制基準適用事業場の計画変更命令

22 1 特定施設に対する改善命令・一時停止命令

22 3 総量規制基準適用事業場に対する改善等の命令

26 1 ダイオキシン類による汚染状況の常時監視

27 1 ダイオキシン類による汚染状況の調査測定

34 1 特定施設に関する報告の要求と特定事業場への立入検査

移譲の方針※2
移譲先

※1法令名 条 項 事務内容

①大気汚染防止法

ダイオキシン類対
策特別措置法

特例市

①特例市

＜基礎自治体への権限移譲の方針＞（再掲）

〇　大気汚染等の防止のための個別の施設、事業所等への指導監督等の事務のうち、その事務の
　処理に高い専門性が必要なものについては、その目的・効果が当該団体の区域を越えるもので
　あって基準を明確にすることが困難であるため、公害の状況に応じた臨機応変な対応の必要性
　が高いものを除き、「特例市」まで移譲する。（①）
〇　大気汚染等の防止のための個別の施設、事業所等への指導監督等の事務のうち上記以外のも
　の（②）、及び騒音等の身近な公害に係る規制地域、規制基準の設定等に係る事務（③）につ
  いては、その目的・効果が当該団体の区域を越えないものを「市」まで移譲する。

 　    ※1　中核市：指定都市、中核市　　　特例市：指定都市、中核市、特例市　　　市：指定都市、中核市、特例市を含む市
　　　　      なお、すでに法令上、事務を処理している市を含む。
　     ※2　丸数字は、当該分野の＜基礎自治体への権限移譲の方針＞の該当部分を示している。
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移譲の方針
※2

移譲先
※1法令名 条 項 事務内容

3 3 公害防止統括者の選任・解任の届出の受理

4 3
公害防止管理者の選任・解任の届出の受理（法第3条第3項
を準用）

5 3
公害防止主任管理者の選任・解任の届出の受理（法第3条
第3項を準用）

10 公害防止統括者等の解任命令

11 1
特定事業者に対する、公害防止統括者等の職務実施状況
の報告要求及び立入検査

5 1 浄化槽の設置等の届出の受理

5 2 浄化槽の設置等の計画に係る勧告

5 4 届出の内容が相当であると認める旨の通知

7 2 設置後等の水質検査実施報告の受理

7 の 2 1 設置後等の水質検査についての指導及び助言

7 の 2 2 設置後等の水質検査を受けるべき旨の勧告

7 の 2 3 設置後等の水質検査についての措置命令

11 2 定期検査実施報告の受理

11 の 2 廃止の届出の受理

12 1 助言、指導又は勧告

12 2 改善命令又は使用停止命令

12 の 2 1 水質の定期検査についての指導及び助言

12 の 2 2 水質の定期検査を受けるべき旨の勧告

12 の 2 3 水質の定期検査についての措置命令

53 1 報告徴収

53 2 立入検査及び質問

環境基本法 16 2 騒音に係る環境基準の地域類型の指定 市 ③

3 1 規制地域の指定

4 1 規制基準の設定

18 1 自動車騒音の状況の常時監視

3 1 規制地域の指定

4 1 規制基準の設定

3 規制地域の指定

4 1 規制基準の設定
悪臭防止法

騒音規制法 ③

③市

市

市 ③

浄化槽法 市 ②

振動規制法

特定工場における
公害防止組織の整
備に関する法律

①特例市

 　    ※1　中核市：指定都市、中核市　　　特例市：指定都市、中核市、特例市　　　市：指定都市、中核市、特例市を含む市
　　　　      なお、すでに法令上、事務を処理している市を含む。
　     ※2　丸数字は、当該分野の＜基礎自治体への権限移譲の方針＞の該当部分を示している。
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【教育分野】

＜基礎自治体への権限移譲を行うべき事務＞

公立義務教育諸学
校の学級編制及び
教職員定数の標準
に関する法律

3 2 学級編制基準の決定

41 1 教職員定数の決定（条例制定）

41 2 教職員定数の決定（市町村別・種類ごと）

市町村立学校職員
給与負担法

1 市町村立学校職員の給与等の負担

地方教育行政の組
織及び運営に関す
る法律

37 1 県費負担教職員の任命権

4 1 市町村の設置する幼稚園の設置廃止等の認可（第2号）
認可の廃止
（→届出制）

13 市町村の設置する幼稚園の閉鎖命令 市

移譲の方針
※2

①

②

移譲先
※1

中核市

項 事務内容

学校教育法

地方教育行政の組
織及び運営に関す
る法律

法令名 条

＜基礎自治体への権限移譲の方針＞（再掲）

○　市町村立小中学校教職員の人事・給与、市町村立小中学校の学級編制・教職員定数の決定
  に係る事務について、「中核市」まで先行して移譲する。（①）
○　市町村立幼稚園の設置の都道府県による認可等に係る事務は廃止し、都道府県への届出制
  とする。（②）

 　    ※1　中核市：指定都市、中核市　　　特例市：指定都市、中核市、特例市　　　市：指定都市、中核市、特例市を含む市
　　　　      なお、すでに法令上、事務を処理している市を含む。
　     ※2　丸数字は、当該分野の＜基礎自治体への権限移譲の方針＞の該当部分を示している。
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【生活・安全・産業振興分野】

＜基礎自治体への権限移譲を行うべき事務＞

5 1 第一種製造者に係る製造の許可

5 2 第二種製造者に係る製造の届出の受付

16 1 第一種貯蔵所の設置の許可

17 の 2 1 第二種貯蔵所の設置の届出の受付

20 の 4 販売事業者の届出の受付

24 の 2 1 特定高圧ガスの消費の届出の受付

26 1 危害予防規程の制定又は変更の届出の受付

27 の 2 5 保安統括者等の選任又は解任の届出の受付

38 1
第一種製造者に係る製造等の許可の取消し又は停止
の命令

38 2 第二種製造者に係る製造等の停止の命令

39 公共の安全維持等のための緊急措置

61 1 製造者等からの報告の徴収

62 1 事務所・営業所・工場等への立入検査

3 製造の許可（火工品等に限る）

5 販売営業の許可

8 製造又は販売の業の許可の取り消し

12 1 火薬庫の設置等の許可

17 1 火薬類の譲渡又は譲受の許可

25 1 火薬類の消費の許可

25 3 火薬類の消費の許可の取り消し

29 1 保安教育計画の認可

30 3 取扱責任者等の選任又は解任の届出の受付

35 1 保安検査の受験の届出の受理

42
製造業者（火工品等に限る）・販売業者等からの報告の
徴収

43 1 製造所・販売所・火薬庫等への立入検査

45 災害の発生の防止等のための緊急措置

法令名 条 移譲の方針
※2

①高圧ガス保安法

①

項 事務内容

市町村

移譲先
※1

市町村

火薬類取締法

＜基礎自治体への権限移譲の方針＞（再掲）

○　危険物規制に係る事務であって、その目的・効果が当該団体の区域を越えないものについ
  て、「市町村」まで移譲する。（①）
○　消費者保護のための商品等の安全の確保に係る事務であって、当該団体の区域内の事業者
  等に係るものについて、国・都道府県に加え、「市」にも権限を付与する。（②）
○　産業振興に係る事務のうち、まちづくり・土地利用規制と関連するものであって、その目
  的・効果が当該団体の区域を越えないものについて、「市」まで移譲する。（③）

 　     ※1　中核市：指定都市、中核市　　　特例市：指定都市、中核市、特例市　　　市：指定都市、中核市、特例市を含む市
　　　　       なお、すでに法令上、事務を処理している市を含む。
　      ※2　丸数字は、当該分野の＜基礎自治体への権限移譲の方針＞の該当部分を示している。
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法令名 条 移譲の方針
※2項 事務内容 移譲先

※1

40 1 販売業者からの報告徴収

41 1 販売事業者への立入検査

42 1 製品の提出命令

45 1 販売事業者からの報告徴収

46 1 販売事業者への立入検査

46 の 2 1 用品の提出命令

46 1 販売事業者からの報告徴収

47 1 販売事業者への立入検査

47 の 2 1 用品の提出命令

4 1 表示事項の表示等の指示

4 2 指示に従わない場合の業者（製造・販売・表示）の公表

10 1 一般消費者の利益が害されている旨の申出の受理

10 2 販売業者の調査、事情聴取

19 1 販売業者からの報告の徴収、店舗等への立入検査

19 の14 1 製造業者に対する表示事項の表示の指示

20 2
製造販売業者からの報告の徴収、工場・店舗への立入
検査

21 1 不適正表示に係る申出受理

②

②

②

市

家庭用品品質表
示法

ガス事業法

電気用品安全法

消費生活用製品
安全法

市

市

市

市

②

農林物資の規格
化及び品質表示
の適正化に関す
る法律

②

 　     ※1　中核市：指定都市、中核市　　　特例市：指定都市、中核市、特例市　　　市：指定都市、中核市、特例市を含む市
　　　　       なお、すでに法令上、事務を処理している市を含む。
　      ※2　丸数字は、当該分野の＜基礎自治体への権限移譲の方針＞の該当部分を示している。
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法令名 条 移譲の方針
※2項 事務内容 移譲先

※1

4 の 2 1
緑地面積率に係る条例による地域準則の策定
（条例制定)

6 1 特定工場の新設の届出の受理

9 1 特定工場の設置に関する必要な事項の勧告

10 1 勧告に係る事項の変更命令

4 1 商店街整備計画の認定

4 2 店舗集団化計画の認定

4 3 共同店舗等整備計画の認定

4 6 商店街整備等支援計画の認定

13 1 報告の徴収

16
砂利採取時における採取計画の認可（本条に規定する
河川管理者に係るものを除く、以下同じ）

22 認可採取計画の変更の命令

23 1 砂利の採取の停止の命令

26 認可の取り消し又は砂利の採取の停止の命令

33 砂利採取事業者からの報告の徴収

34 2 砂利採取事業者への立入検査

33 岩石採取計画の認可

33 の 9 認可採取計画の変更の命令

33 の12 認可の取り消し又は岩石の採取の停止の命令

33 の13 1 災害の防止のための必要な措置等の命令

42 1 採石業者からの報告徴収、立入検査

③工場立地法 市

採石法 市 ③

中小小売商業振
興法 市 ③

砂利採取法 市 ③

 　     ※1　中核市：指定都市、中核市　　　特例市：指定都市、中核市、特例市　　　市：指定都市、中核市、特例市を含む市
　　　　       なお、すでに法令上、事務を処理している市を含む。
　      ※2　丸数字は、当該分野の＜基礎自治体への権限移譲の方針＞の該当部分を示している。
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【その他】

＜基礎自治体への権限移譲を行うべき事務＞

10 1 法人設立の認証

25 3 定款変更の認証

29 1 事業報告書の受理等

31 2 法人解散の認定

34 3 法人合併の認証

41 1 報告徴収及び立入検査

42 改善命令

43 1 法人認証の取り消し

10 1 墓地，納骨堂又は火葬場の経営の許可

10 2
墓地の区域又は納骨堂若しくは火葬場の施設の変
更及び墓地，納骨堂又は火葬場の廃止の許可

18 1 立入検査及び報告の要求

19
施設の整備改善、使用制限若しくは禁止命令又は
許可の取消し

260 1 町又は字の区域の新設等の届出受理

260 2 町又は字の区域の新設等の告示

条 移譲先
※1

指定都市

市町村

市

地方自治法

墓地，埋葬等に関
する法律

移譲の方針
※2

①

②

③

項 事務内容

特定非営利活動
促進法

法令名

＜基礎自治体への権限移譲の方針＞（再掲）

○　当該団体の区域内のみに事務所を設置する特定非営利活動法人の設立認証、指導監督に係
  る事務について、「指定都市」まで移譲する。（①）
○　墓地、火葬場等の経営の許可、指導監督に係る事務について「市」まで移譲する。（②）
○　町・字の区域新設の告示に係る事務について、「市町村」まで移譲する。（③）

 　   ※1　中核市：指定都市、中核市　　　特例市：指定都市、中核市、特例市　　　市：指定都市、中核市、特例市を含む市
　　　　     なお、すでに法令上、事務を処理している市を含む。
　    ※2　丸数字は、当該分野の＜基礎自治体への権限移譲の方針＞の該当部分を示している。
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別紙１の参考 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 条例による事務処理特例制度 

 の活用状況 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

構 成 
 

１.対象法律と都道府県別の活用状況・・・・P.1 

２.住民等から評価された主な事例・・・・・P.5 

３.移譲法律数と合併進捗率の相関関係・・・P.7 
 

※ 事務局調査結果等による 

（第３章（１）関係） 



分野 法律名

移
譲
実
績

の
あ
る
都

道
府
県
数

北
海
道

青
　
森

岩
　
手

宮
　
城

秋
　
田

山
　
形

福
　
島

茨
　
城

栃
　
木

群
　
馬

埼
　
玉

千
　
葉

東
　
京

神
奈
川

新
　
潟

富
　
山

石
　
川

福
　
井

山
　
梨

長
　
野

岐
　
阜

静
　
岡

愛
　
知

三
　
重

滋
　
賀

京
　
都

大
　
阪

兵
　
庫

奈
　
良

和
歌
山

鳥
　
取

島
　
根

岡
　
山

広
　
島

山
　
口

徳
　
島

香
　
川

愛
　
媛

高
　
知

福
　
岡

佐
　
賀

長
　
崎

熊
　
本

大
　
分

宮
　
崎

鹿
児
島

沖
　
縄

屋外広告物法 37 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

海岸法 3 ○ ○ ○

河川法 3 ○ ○ ○

急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律 2 ○ ○

近畿圏の保全区域の整備に関する法律 1 ○

景観法 1 ○

建築基準法 5 ○ ○ ○ ○ ○

建築物の耐震改修の促進に関する法律 1 ○

公営住宅法 1 ○

公有水面埋立法 8 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

公有地の拡大の推進に関する法律 20 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

高齢者、身体障害者等が円滑に利用できる特定建築物の建築の促進に関する法律 1 ○

高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律 17 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

高齢者の居住の安定確保に関する法律 11 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

港湾法 3 ○ ○ ○

国土利用計画法 14 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

古都における歴史的風土の保存に関する特別措置法 3 ○ ○ ○

自然公園法 8 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

住宅地区改良法 15 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

住宅地造成事業に関する法律 2 ○ ○

首都圏近郊緑地保全法 3 ○ ○ ○

森林法 16 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

大都市地域における住宅及び住宅地の供給の促進に関する特別措置法 5 ○ ○ ○ ○ ○

宅地造成等規制法 22 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

地域における多様な需要に応じた公的賃貸住宅等の整備等に関する特別措置法 1 ○

地すべり等防止法 2 ○ ○

地方拠点都市地域の整備及び産業業務施設の再配置の促進に関する法律 6 ○ ○ ○ ○ ○ ○

駐車場法 42 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

中心市街地の活性化に関する法律 1 ○

道路法 5 ○ ○ ○ ○ ○

特定都市河川浸水被害対策法 1 ○

特定優良賃貸住宅の供給の促進に関する法律 9 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

都市計画法 44 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

都市計画法及び建築基準法の一部を改正する法律 2 ○ ○

都市再開発法 32 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

都市緑地法 10 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

土地区画整理法 43 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

農業振興地域の整備に関する法律 14 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

農地法 35 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

被災市街地復興特別措置法 5 ○ ○ ○ ○ ○

マンションの建替えの円滑化等に関する法律 2 ○ ○

密集市街地における防災街区の整備の促進に関する法律 3 ○ ○ ○

流通業務市街地の整備に関する法律 7 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

16 14 14 11 12 6 10 6 13 8 19 11 12 13 15 9 4 13 8 9 15 20 9 5 9 6 7 12 6 5 9 8 12 15 19 11 4 13 1 2 10 10 8 7 10 9 1

あへん法 2 ○ ○

あん摩マツサージ指圧師、はり師、きゅう師等に関する法律 8 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

医療法 26 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

介護保険法 18 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

覚せい剤取締法 4 ○ ○ ○ ○

看護師等の人材確保の促進に関する法律 2 ○ ○

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律 6 ○ ○ ○ ○ ○ ○

健康増進法 1 ○

原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律 12 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

※移譲実績のあるもの ⇒ ○
※経由事務は除く

まちづくり

１. 対象法律と都道府県別の活用状況 （Ｈ20.4.1現在）

福祉・保健

                 まちづくり分野　 計　43法律        （都道府県平均約10法律）

※分野の区分については事務局において整理
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島

沖
　
縄

歯科衛生士法 5 ○ ○ ○ ○ ○

歯科技工士法 6 ○ ○ ○ ○ ○ ○

児童手当法 13 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

児童福祉法 20 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

社会福祉法 10 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

柔道整復師法 1 ○

障害者自立支援法 12 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

身体障害者福祉法 15 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

診療放射線技師法 18 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

診療放射線技師及び診療エツクス線技師法 2 ○ ○

生活保護法 2 ○ ○

精神保健及び精神障害者福祉に関する法律 12 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

戦傷病者特別援護法 17 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

大麻取締法 2 ○ ○

知的障害者福祉法 12 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

特別児童扶養手当等の支給に関する法律 3 ○ ○ ○

保健師助産師看護師法 5 ○ ○ ○ ○ ○

母子及び寡婦福祉法 8 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

母子保健法 17 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

母体保護法 6 ○ ○ ○ ○ ○ ○

麻薬及び向精神薬取締法 5 ○ ○ ○ ○ ○

民生委員法 12 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

薬事法 19 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

良質な医療を提供する体制の確立を図るための医療法等の一部を改正する法律 2 ○ ○

老人福祉法 14 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

12 1 12 9 12 2 13 3 6 0 13 8 13 13 11 8 0 3 3 13 6 13 4 11 9 0 7 5 1 2 2 5 9 18 6 5 6 10 0 6 5 5 7 10 5 5 0

悪臭防止法 19 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

温泉法 3 ○ ○ ○

化製場等に関する法律 22 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

環境基本法 1 ○

クリーニング業法 3 ○ ○ ○

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律 1 ○

建築物における衛生的環境の確保に関する法律 15 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

建築物用地下水の採取の規制に関する法律 1 ○

公衆浴場法 3 ○ ○ ○

湖沼水質保全特別措置法 1 ○

死体解剖保存法 2 ○ ○

浄化槽法 27 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

食品衛生法 4 ○ ○ ○ ○

振動規制法 19 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

水質汚濁防止法 6 ○ ○ ○ ○ ○ ○

水道法 34 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

スパイクタイヤ粉じんの発生の防止に関する法律 1 ○

瀬戸内海環境保全特別措置法 2 ○ ○

騒音規制法 19 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

ダイオキシン類対策特別措置法 6 ○ ○ ○ ○ ○ ○

大気汚染防止法 13 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

地球温暖化対策の推進に関する法律 1 ○

鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律 46 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

調理師法 1 ○

動物の愛護及び管理に関する法律 37 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促進に関する法律 16 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

特定空港周辺航空機騒音対策特別措置法 1 ○

特定工場における公害防止組織の整備に関する法律 9 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

毒物及び劇物取締法 18 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

土壌汚染対策法 3 ○ ○ ○

福祉・保健

                  福祉・保健分野　 計　34法律　    （都道府県平均約7法律）

環境・衛生
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廃棄物の処理及び清掃に関する法律 4 ○ ○ ○ ○

美容師法 3 ○ ○ ○

墓地、埋葬等に関する法律 43 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

旅館業法 3 ○ ○ ○

理容師法 3 ○ ○ ○

10 4 18 8 16 6 5 13 6 4 18 6 5 10 8 8 4 8 9 9 7 13 6 11 8 5 3 8 3 4 4 3 16 20 12 9 5 10 6 5 10 9 11 8 6 12 1

入会林野等に係る権利関係の近代化の助長に関する法律 7 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

卸売市場法 1 ○

果樹農業振興特別措置法 1 ○

家畜伝染病予防法 2 ○ ○

家畜排せつ物の管理の適正化及び利用の促進に関する法律 3 ○ ○ ○

家畜取引法 2 ○ ○

漁港漁場整備法 7 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

計量法 15 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

工業用水法 3 ○ ○ ○

工場立地法 22 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

工場立地の調査等に関する法律の一部を改正する法律 10 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

国際観光ホテル整備法 3 ○ ○ ○

採石法 10 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

持続性の高い農業生産方式導入促進に関する法律 3 ○ ○ ○

砂利採取法 11 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

獣医師法 2 ○ ○

獣医療法 2 ○ ○

商工会及び商工会議所による小規模事業者の支援に関する法律 8 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

商工会議所法 21 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

商工会法 24 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

森林組合法 4 ○ ○ ○ ○

水産業協同組合法 1 ○

青年等の就農促進のための資金の貸付け等に関する特別措置法 1 ○

石油パイプライン事業法 1 ○

大規模小売店舗立地法 5 ○ ○ ○ ○ ○

中小企業団体の組織に関する法律 8 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

中小企業等協同組合法 10 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

中小企業における労働力の確保及び良好な雇用の機会の創出のための雇用管
理の改善の促進に関する法律

1 ○

中小小売商業振興法 12 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

電気工事業の業務の適正化に関する法律 2 ○ ○

道路運送法 1 ○

独立行政法人農業者年金基金法 1 ○

土地改良法 33 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

農業協同組合法 5 ○ ○ ○ ○ ○

農業経営基盤強化促進法 1 ○

農住組合法 10 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

農薬取締法 1 ○

肥料取締法 1 ○

分収林特別措置法 3 ○ ○ ○

牧野法 1 ○

野菜生産出荷安定法 2 ○ ○

輸出水産業の振興に関する法律 2 ○ ○

養鶏振興法 1 ○

林業経営基盤の強化等の促進のための資金の融通等に関する暫定措置法 1 ○

林業種苗法 1 ○

13 7 13 13 7 1 1 6 9 2 6 2 0 6 14 3 0 2 3 3 6 24 6 1 4 1 7 6 0 0 4 5 8 13 4 5 4 6 0 0 9 14 7 2 12 6 1

環境・衛生

産業

                    産業分野　 計　45法律　         （都道府県平均約6法律）

                環境・衛生分野　 計　35法律        （都道府県平均約8法律）
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液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律 31 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

ガス事業法 9 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

家庭用品品質表示法 32 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

割賦販売法 1 ○

火薬類取締法 31 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

高圧ガス保安法 12 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

興行場法 3 ○ ○ ○

国民生活安定緊急措置法 9 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

ゴルフ場等に係る会員契約の適正化に関する法律 1 ○

災害救助法 1 ○

自動車損害賠償保障法 1 ○

銃砲刀剣類所持等取締法 1 ○

消費生活用製品安全法 31 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

生活関連物資等の買占め及び売惜しみに対する緊急措置に関する法律 9 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

電気用品安全法 27 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

特定商取引に関する法律 1 ○

農林物資の規格化及び品質表示の適正化に関する法律 6 ○ ○ ○ ○ ○ ○

武器等製造法 3 ○ ○ ○

不当景品類及び不当表示防止法 1 ○

有害物資を含有する家庭用品の規制に関する法律 1 ○

7 5 8 10 5 5 0 4 7 4 7 3 2 6 8 4 2 4 7 2 7 9 5 0 5 0 6 9 0 1 2 4 13 6 4 6 4 8 2 1 2 7 2 4 2 2 0

学校教育法 7 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

教育公務員特例法 1 ○

教科書の発行に関する臨時措置法 1 ○

行政事務の簡素合理化及び整理に関する法律 2 ○ ○

国有財産法 29 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

市町村立学校職員給与負担法 3 ○ ○ ○

社会教育法 2 ○ ○

消防組織法 1 ○

私立学校法 4 ○ ○ ○ ○

租税特別措置法 43 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

租税特別措置法等の一部を改正する法律(平成10年法律第23号） 2 ○ ○

地方教育行政の組織及び運営に関する法律 1 ○

地方公務員法 1 ○

地方公務員の育児休業等に関する法律 1 ○

地方自治法 37 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

電子署名に係る地方公共団体の認証業務に関する法律 9 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

統計法 2 ○ ○

特定非営利活動促進法 12 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

博物館法 2 ○ ○

不動産登記法 20 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

文化財保護法 15 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

民法 1 ○

旅券法 12 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

労働者災害補償保険法 1 ○

10 4 8 4 6 3 5 3 5 7 5 4 12 4 9 4 1 3 5 3 5 7 5 3 5 3 7 3 1 2 2 6 4 5 3 5 3 4 1 3 6 4 5 3 3 5 1

68 35 73 55 58 23 34 35 46 25 68 34 44 52 65 36 11 33 35 39 46 86 35 31 40 15 37 43 11 14 23 31 62 77 48 41 26 51 10 17 42 49 40 34 38 39 4　　　　　　　　　　　　　　　　　合計　201法律　　　　　　　　　（都道府県平均約40法律）

　　　　　　　　　その他分野　 計　24法律　　　  　 （都道府県平均約4法律）

                  生活・安全分野　 計　20法律      （都道府県平均約4法律）

生活・安全

その他
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２.住民等から評価された主な事例 

※ 評価された具体的な内容例については、事務局において要約 

 

○ 手続きの処理期間の短縮や簡素化などを除き、住民等から評価された主な事例を整理した。 

 

項 目 主な事務 評価された具体的な内容例（概要） 

都市計画法 

に関する事務 
・開発行為の許可

【まちづくり方針をふまえた工夫】 

○ 開発行為許可権限等の移譲により、市町村のまちづくりの方針に沿って、市町村が独自に判断で

きるようになった。 

 

【確かな情報に基づく適切な対応】 

○ 市民から、周辺の開発について問い合わせや要望があったとき、市ではあいまいな情報 しか把

握していない場合が多かったが、許可申請をもとにした現地調査の事務を行うことにより、確かな

情報を把握することができるようになり、市民に対してより適切な対応が可能になった。 

屋外広告物法 

に関する事務 

・違反屋外広告物

の簡易除却 

【地域住民との協働】 

○ 希望する市民ボランティアに対し簡易除却を委任し、実際に除却活動に参加してもらうことにより、

屋外広告物に対する住民の意識が以前より高くなりつつある市町村もある。 

○ 地域におけるクリーン活動等の際，電柱やガードレールに貼付された違反広告物を除却するには，

都道府県土木事務所による実施が必要であったが、地域と市町村の連携の下、違法なビラ・チラシ

等のきめ細かな除却活動が行えるようになった。 

 

【住民からの声への迅速な対応】 

○ 市民から苦情が入ると直ちに現場へ出向き、経過観察後に除却出来るので、早く対応出来るよう

になった。 
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農地法 

に関する事務 

・農地等の権利移

動の許可 

・農地転用の許可

・賃貸借の解約の

許可 

【地域の実情を踏まえた対応】 

○ 住民や地域の実態をより踏まえた適切な事務執行が行えるようになることで、地域の特色を生か

したまちづくりの推進ができるようになった。 

 

【農業委員会の権限強化】 

○ 農業委員会の権限強化につながるといった意見が寄せられている。 

○ 地域の実情が反映された審議が可能となった。 

母子保健法 

に関する事務 

・低体重児出生の

届出受理 

・未熟児の訪問

指導 

・未熟児に対する

養育医療の給付

【総合的できめ細かなサービス提供】 

○ 市町村で行なわれている母子保健業務（母子手帳、定期健診、訪問指導等）と一体的・継続的に

実施されることにより、住民にとっても、総合的で効果的なサービス提供が可能となった。 

○ 保健所で対応していた時よりもきめ細かな指導対応が可能となった。 

○ 新生児情報の把握が円滑になり、母子保健サービスを一貫して行えるようになり、福祉事業の充

実が図れるようになった。 

高圧ガス保安法

火薬取締法 

に関する事務 

・高圧ガスの製造

貯蔵所の許可等

・火薬類（煙火）

の消費の許可 

【効果的な指導の実現】 

○ 市町村（消防）が処理することで、事故防止や事故発生時の対応について具体的な指導ができる

ようになった。また、立入検査の実施により、煙火業者や祭り等主催者の安全に対する意識の向上

が図れた。 

○ 消防局で当該事務を取り扱っているため、業者等の安全意識の高揚が感じられるようになった。 

 

【利便性の向上】 

○ 身近な市町村に権限が移譲されたことに伴い、申請、事前協議等がスムーズに行えるようになり、

住民の利便性が向上した。 

○ 祭りでの花火大会の実施に伴い、許可申請が必要となるが、移譲前は都道府県総合支庁に申請が

必要で、町との関係で煩雑な状況だったが、移譲後は町で事務が終了するため、祭り実行委員会の

体制、スケジュール等を考慮すると時間的にも短縮され好評である。 
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　　　　３. 移譲法律数と合併進捗率の相関関係
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市 町 村 市 町 村

1 北海道 212 34 154 24 180 35 130 15 15.1% 68
2 青森県 67 8 34 25 40 10 22 8 40.3% 35
3 岩手県 59 13 30 16 35 13 16 6 40.7% 73
4 宮城県 71 10 59 2 36 13 22 1 49.3% 55
5 秋田県 69 9 50 10 25 13 9 3 63.8% 58
6 山形県 44 13 27 4 35 13 19 3 20.5% 23
7 福島県 90 10 52 28 59 13 31 15 34.4% 34
8 茨城県 85 20 48 17 44 32 10 2 48.2% 35
9 栃木県 49 12 35 2 31 14 17 0 36.7% 46

10 群馬県 70 11 33 26 38 12 16 10 45.7% 25
11 埼玉県 92 43 38 11 70 40 29 1 23.9% 68
12 千葉県 80 31 44 5 56 36 17 3 30.0% 34
13 東京都 40 27 5 8 39 26 5 8 2.5% 44
14 神奈川県 37 19 17 1 33 19 13 1 10.8% 52
15 新潟県 112 20 57 35 31 20 7 4 72.3% 65
16 富山県 35 9 18 8 15 10 4 1 57.1% 36
17 石川県 41 8 27 6 19 10 9 0 53.7% 11
18 福井県 35 7 22 6 17 9 8 0 51.4% 33
19 山梨県 64 7 37 20 28 13 9 6 56.3% 35
20 長野県 120 17 36 67 81 19 25 37 32.5% 39
21 岐阜県 99 14 55 30 42 21 19 2 57.6% 46
22 静岡県 74 21 49 4 40 23 17 0 45.9% 86
23 愛知県 88 31 47 10 61 35 24 2 30.7% 35
24 三重県 69 13 47 9 29 14 15 0 58.0% 31
25 滋賀県 50 7 42 1 26 13 13 0 48.0% 40
26 京都府 44 12 31 1 26 15 10 1 40.9% 15
27 大阪府 44 33 10 1 43 33 9 1 2.3% 37
28 兵庫県 91 21 70 0 41 29 12 0 54.9% 43
29 奈良県 47 10 20 17 39 12 15 12 17.0% 11
30 和歌山県 50 7 36 7 30 9 20 1 40.0% 14
31 鳥取県 39 4 31 4 19 4 14 1 51.3% 23
32 島根県 59 8 41 10 21 8 12 1 64.4% 31
33 岡山県 78 10 56 12 27 15 10 2 65.4% 62
34 広島県 86 13 67 6 23 14 9 0 73.3% 77
35 山口県 56 14 37 5 20 13 7 0 64.3% 48
36 徳島県 50 4 38 8 24 8 15 1 52.0% 41
37 香川県 43 5 38 0 17 8 9 0 60.5% 26
38 愛媛県 70 12 44 14 20 11 9 0 71.4% 51
39 高知県 53 9 25 19 34 11 17 6 35.8% 10
40 福岡県 97 24 65 8 66 28 34 4 32.0% 17
41 佐賀県 49 7 37 5 20 10 10 0 59.2% 42
42 長崎県 79 8 70 1 23 13 10 0 70.9% 49
43 熊本県 94 11 62 21 47 14 25 8 50.0% 40
44 大分県 58 11 36 11 18 14 3 1 69.0% 34
45 宮崎県 44 9 28 7 30 9 18 3 31.8% 38
46 鹿児島県 96 14 73 9 45 18 23 4 53.1% 39
47 沖縄県 53 10 16 27 41 11 11 19 22.6% 4

3,232 670 1,994 568 1,784 783 808 193 44.8%

※　合併新法による合併２５件を含む。
※　岩出市の単独市制施行を含む。
※　告示済みベースのものを集計。

移譲法律数

都道府県別合併の進捗状況

減少率 
H11.3.31の
市町村数

都道府県名番号 内訳内訳
H20.11.1の
市町村数

※総務省ホームページ「都道府県別合併の進捗状況」より
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措置対象の国庫補助金等一覧 
 

［内閣府］ 

 ○内閣府所管内閣府本府補助金等 

・沖縄新産業創出対策事業推進費補助金 

・沖縄振興特別交付金 
・沖縄振興特別事業関係補助金 

・地域貢献・交流による体験滞在交流促進事業費補助金 

・災害に強い緑豊かなふるさとづくり事業費補助金［平成18～20年度］ 
・地域防災拠点施設整備モデル事業費補助金 

・特定地震防災対策施設運営費補助金 

【以上措置済み（平成20年5月27日付け内閣府における補助金等に係る財産処分の

承認手続き等について）】 
 

［警察庁］ 

・都道府県警察施設整備事業（交通安全施設等整備事業を除く） 

【以上措置済み（平成20年4月30日付け警察庁丁会発第443号）】 
 

［総務省］ 

○総務省所管一般会計補助金等 
・過疎地域集落等整備事業費補助金 

・地域間交流施設整備事業費補助金 

・広域市町村圏振興整備事業費補助金 

・市町村合併体制整備費補助金 
・消防防災施設整備費補助金 

・緊急消防援助隊設備整備費補助金 

・沖縄特別振興対策事業費補助金 
・沖縄北部特別振興対策事業費補助金 

・沖縄米軍基地所在市町村活性化特別事業費補助金 

・地域情報通信基盤整備推進交付金 

・情報通信格差是正事業（地域イントラネット基盤施設整備事業･民放テレビ放送
難視聴等解消施設整備事業） 

・情報通信格差是正事業費補助金（移動通信用鉄塔施設整備事業） 

【以上措置済み（平成20年4月30日付け総務省所管一般会計補助金等に係る財産処

分承認基準）】 
 

［文部科学省］ 

・政府開発援助ユネスコ活動費補助金 
・民間社会教育活動振興費補助金 

・へき地児童生徒援助費等補助金 

・学校教育設備整備費等補助金 

・教育研修活動費補助金 
・大学改革推進等補助金 

・公立学校等施設整備費補助金 

・公立学校施設整備費負担金 
・安全・安心な学校づくり交付金 

・放課後子ども教室推進事業費補助金 

・公立諸学校建物其他災害復旧費補助金 

・公立社会教育施設災害復旧費補助金 
・公立諸学校建物其他災害復旧費負担金 

・私立大学等研究設備整備費等補助金 

・私立学校施設整備費補助金 

・私立学校建物其他災害復旧費補助金 

別紙２ 

（第３章（２）関係） 
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・研究拠点形成費等補助金 
・地域科学技術振興事業費補助金 

・科学研究費補助金 

・地方スポーツ振興費補助金 

・政府開発援助民間スポーツ振興費等補助金 
・民間スポーツ振興費等補助金 

・沖縄北部特別振興対策事業費補助金 

・アイヌ文化振興等事業費補助金 

・国宝重要文化財等保存整備費補助金 
・国宝重要文化財等保存活用施設整備費補助金 

・史跡等購入費補助金 

・電源立地等推進対策補助金 
・電源立地地域対策交付金 

・電源立地等推進対策交付金 

・原子力施設等防災対策等交付金 

【以上措置予定】 
 

［厚生労働省］ 

○厚生労働省所管一般会計補助金等 
・児童福祉事業対策費等補助金 

・母子家庭等対策費補助金 

・母子保健衛生費補助金 

・次世代育成支援対策交付金 
・次世代育成支援対策施設整備交付金 

・婦人相談所運営費負担金 

・婦人保護事業費補助金 

・母子保健衛生費負担金 
・婦人保護事業費負担金 

・児童保護費等負担金 

・科学試験研究費補助金 
・子育て家庭の就労支援モデル事業費補助金 

・在宅福祉事業費補助金 

・地域介護・福祉空間整備推進交付金 

・養護老人ホーム等保護費負担金 
・介護保険事業費補助金 

・高齢者福祉推進事業費補助金 

・地域支援事業交付金 
・老人保健事業推進費等補助金 

・モデル事業マンモグラフィ緊急整備事業費補助金 

・成果重視事業マンモグラフィ緊急整備事業費補助金 

・セーフティネット支援対策等事業費補助金 
・地方改善事業費補助金 

・地方改善施設整備費補助金 

・遺族及留守家族等援護活動費補助金 

・児童保護費等補助金 
・地域生活支援事業費補助金 

・身体障害者福祉費補助金 

・身体障害者体育等振興費補助金 
・身体障害者保護費負担金 

・身体障害者福祉促進事業委託費 

・国連・障害者の十年記念施設運営委託費 

・障害者程度区分認定等事業費補助金 
・精神障害者社会復帰施設等運営費補助金 
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・独立行政法人国立重度知的障害者総合施設のぞみの園施設整備費補助金 
・精神保健対策費補助金 

・精神障害者措置入院費等負担金 

・心神喪失等医療観察法指定入院医療機関運営費負担金 

・心神喪失者等医療観察法指定入院医療機関設備整備費負担金 
・心身喪失者等医療観察法指定入院医療機関施設整備費負担金 

・疾病予防対策事業費等補助金 

・保健事業費等負担金 

・感染症予防事業費等負担金 
・原爆被爆者保健福祉施設運営費等補助金 

・原爆被爆者介護手当等負担金 

・水道施設整備費補助 
・水道水源開発施設整備費補助 

・財政調整交付金 

・老人医療費適正化推進費補助金 

・後期高齢者医療制度創設準備事業費補助金 
・医療施設運営費等補助金 

・中毒情報基盤整備事業費補助金 

・医療提供体制推進事業費補助金 
・医療提供体制施設整備交付金 

・衛生関係指導者養成等委託費 

・地域診療情報連携推進費補助金 

・臨床研修費等補助金 
・医療関係者養成確保対策費等補助金 

・生活衛生営業指導費指導費補助金 

・医療関係者研修費等補助金 

・高年齢者就業機会確保事業費等補助金 
・社会福祉施設等施設整備費補助金 

（※ 17年度から児童福祉関係は次世代育成支援対策施設整備交付金へ、高齢

者施策関係は地域介護・福祉空間整備等施設整備交付金へと交付金化） 
・地域介護・福祉空間整備等施設整備交付金 

・保健衛生施設等施設・設備整備費補助金 

・医療施設等施設整備費補助金 

・医療施設等設備整備費補助金 
・厚生労働科学研究費補助金 

・災害救助費等負担金 

・職業転換訓練費交付金 
○厚生労働省所管年金特別会計児童手当勘定補助金 

・児童育成事業費補助金 

○厚生労働省所管労働保険特別会計補助金等 

・職業能力開発校設備整備費等補助金 
・離職者等職業訓練費交付金 

・技能向上対策費補助金 

【以上措置済み（平成20年4月17日付け厚生労働省所管一般会計補助金等に係る財

産処分承認基準・年金特別会計児童手当勘定補助金に係る承認基準の特例・厚生
労働省所管労働保険特別会計補助金等に係る財産処分について）】 

 

［農林水産省］  
 ○農林水産省所管補助金等 

・農山漁村活性化対策整備交付金 

・農山漁村活性化対策推進交付金 

・食の安全・消費者の信頼確保対策整備交付金 
・食の安全・消費者の信頼確保対策推進交付金 
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・植物防疫事業交付金 
・農業経営支援対策整備費補助金 

・農業・食品産業強化対策整備交付金 

・農業・食品産業強化対策推進交付金 

・国産農畜産物競争力強化対策整備交付金 
・家畜伝染病予防費負担金 

・牛肉等関税財源国産畜産物競争力強化対策費交付金 

・牛肉等関税財源畜産振興バイオマス利用対策整備交付金 

・農業委員会費補助金 
・協同農業普及事業交付金 

・バイオマス利用対策推進交付金 

・バイオマス利用対策整備交付金 
・農地・水・環境保全向上対策交付金 

・中山間地域等直接支払交付金 

・農林水産業共同利用施設災害復旧事業費補助金 

・かんがい排水事業費補助 
・経営体育成基盤整備事業費補助 

・諸土地改良事業費補助 

・畑地帯総合農地整備事業費補助 
・農道整備事業費補助 

・農業集落排水事業費補助 

・農村総合整備事業費補助 

・農村振興整備事業費補助 
・中山間総合整備事業費補助 

・農地防災事業費補助 

・農地保全事業費補助 

・農村環境保全対策事業費補助 
・土地改良施設管理費補助 

・農林漁業用揮発油税財源身替農道整備事業費補助 

・農業用施設災害復旧事業費補助 
・農地災害復旧事業費補助 

・海岸保全施設等災害復旧事業費補助 

・農業用施設等災害関連事業費補助 

・試験研究調査委託費 
・農林水産試験研究費地方公共団体補助金 

・森林資源地方公共団体管理費補助金 

・保安林整備事業費等補助金 
・森林病害虫等防除事業費補助金 

・林業・木材産業改善資金造成費補助金 

・林業就業促進資金造成費補助金 

・森林整備・林業等振興施設整備交付金 
・森林整備・林業等振興推進交付金 

・林業普及指導事業交付金 

・森林整備地域活動支援交付金 

・水産業改良普及事業交付金 
・水産業強化対策施設整備交付金 

・水産業強化対策推進交付金 

・離島漁業再生支援交付金 
・都道府県事務取扱交付金 

・特殊病害虫特別防除費補助金 

・農業生産基盤整備・保全事業費補助 

・農村整備事業費補助 
・地域再生基盤強化交付金 
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・障害防止対策事業費補助金 
・海岸保全施設整備事業費補助 

・津波・高潮危機管理対策緊急事業費統合補助 

・海岸環境整備事業費補助 

・治山事業費補助 
・地すべり防止事業費補助 

・森林環境保全整備事業費補助 

・農林漁業用揮発油税財源身替林道整備事業費補助 

・森林居住環境整備事業費補助 
・治山施設災害復旧事業費補助 

・林道施設災害復旧事業費補助 

・美しい森林づくり基盤整備交付金 
・水産基盤整備調査費補助 

・水産物供給基盤整備事業費補助 

・水産資源環境整備事業費補助 

・漁村総合整備事業費補助 
・農林漁業用揮発油税財源身替漁港関連道整備事業費補助 

・漁港施設災害復旧事業費補助 

・海岸事業費補助 
・水産基盤整備事業費補助 

【以上措置済み（平成20年5月23日付け補助事業等により取得し、又は効用の増加

した財産の処分等の承認基準）】 

 
［経済産業省］  

・地方皮革産業振興対策事業費補助金 

・工業用水道事業費補助 

・休廃止鉱山鉱害防止等工事費補助金 
・石油資源採掘対策事業費等補助金 

・二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金 

・電源立地等推進対策補助金 
・石油貯蔵施設立地対策等交付金 

・電源立地地域対策交付金 

・電源立地等推進対策交付金 

・原子力施設等防災対策等交付金 
・沖縄北部特別振興対策事業費補助金 

・沖縄特別振興対策事業費補助金 

【以上措置予定】 
 

［国土交通省］  

・雪寒地域道路事業費補助 

・観光基盤施設整備費補助金 
・地域自立・活性化交付金 

・地籍調査費負担金 

・景観・歴史的環境形成総合支援事業費補助金 

・集落活性化推進事業費補助金 
・防災集団移転促進事業費補助金 

・豪雪地帯対策特別事業費補助金 

・まちづくり交付金 
・市街地再開発事業費補助 

・都市再生推進事業費補助 

・都市防災推進事業費補助 

・都市・地域交通戦略推進事業費補助 
・先導的都市環境形成促進事業費補助金 
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・交通円滑化事業費補助 
・地域連携推進事業費補助 

・交通連携推進事業費補助 

・安全市街地整備道路事業費補助 

・電線共同溝整備事業費補助 
・都市再生関連道路交通円滑化事業費補助 

・道路交通環境改善促進事業費補助 

・地方道路整備臨時交付金 

・都市公園事業費補助 
・都市公園防災事業費補助 

・古都及緑地保全事業費補助 

・緑地環境整備総合支援事業費補助 
・離島振興特別事業費補助金 

・小笠原諸島振興開発事業費補助 

・小笠原諸島振興開発費補助金 

・ 奄美群島産業振興等補助金 
・奄美群島振興開発調査費等補助金 

・都市水環境整備事業費補助 

・下水道事業費補助 
・下水道防災事業費補助 

・下水道水環境保全効果向上推進費補助金 

・総合流域防災事業費補助 

・河川総合開発事業費補助 
・治水ダム建設事業費補助 

・河川改修費補助 

・都市河川改修費補助 

・床上浸水対策特別緊急事業費補助 
・河川災害復旧等関連緊急事業費補助 

・河川激甚災害対策特別緊急事業費補助 

・統合河川環境整備事業費補助 
・堰堤改良費補助 

・砂防事業費補助 

・特定緊急砂防事業費補助 

・砂防激甚災害対策特別緊急事業費補助 
・地すべり対策事業費補助 

・特定緊急地すべり対策事業費補助 

・地すべり激甚災害対策特別緊急事業費補助 
・急傾斜地崩壊対策事業費補助 

・海岸保全施設整備事業費補助 

・海岸環境整備事業費補助 

・海岸事業費補助 
・津波・高潮危機管理対策緊急事業費統合補助 

・沿道環境改善事業費補助 

・交通安全施設等整備事業費補助 

・道路維持費補助 
・位置境界不明地域市町村道特別交付金 

・道路調査費補助 

・地域再生基盤強化交付金 
・道路改修等事業費補助金 

・地域住宅交付金 

・住宅市街地総合整備事業補助金 

・街なみ環境整備事業補助金 
・住宅市街地基盤整備事業補助金 
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・２１世紀都市居住緊急促進事業補助金 
・住宅・建築物耐震改修等促進事業補助金 

・環境共生住宅市街地モデル事業補助金 

・優良建築物等整備事業補助金 

・地下高速鉄道整備事業費補助 
・空港アクセス鉄道等整備事業費補助 

・外国船舶油等防除対策費補助金 

・離島航路補助金 

・港湾改修費補助 
・港湾環境整備事業費補助 

・廃棄物処理施設整備事業費補助 

・海水油濁防止施設整備費補助 
・港湾機能高度化施設整備費補助 

・みなと振興交付金 

・港湾施設災害復旧事業費補助 

・港湾施設災害関連事業費補助 
・空港整備事業費補助 

・教育施設等防音工事補助 

・住宅防音工事補助 
・周辺環境基盤施設整備事業補助 

・北方領土隣接地域振興等事業推進費補助金 

【以上措置予定】 

 
［環境省］  

○環境省所管補助金等 

・土壌汚染対策事業費補助金 

・水俣病総合対策費補助金 
・水俣病総合対策施設整備費補助金 

・廃棄物処理等科学研究費補助金 

・環境保全施設整備費補助金 
・廃棄物処理施設整備費補助 

・循環型社会形成推進交付金 

・自然環境整備交付金 

・地域再生基盤強化交付金（汚水処理施設整備交付金） 
・二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金 

【以上措置済み（平成20年5月15日付け環境省所管の補助金等に係る財産処分承認

基準）】 
 

［防衛省］  

・障害防止対策事業補助金 

・教育施設等騒音防止対策事業補助金 
・特別行動委員会関係教育施設等騒音防止対策事業費補助金※ 

・施設周辺整備助成補助金 

・特別行動委員会関係施設周辺整備助成補助金※ 

・道路改修等事業費補助金 
・特別行動委員会関係道路改修等事業費補助金※ 

・特定防衛施設周辺整備調整交付金 

・特別行動委員会関係特定防衛施設周辺整備調整交付金※ 
・沖縄北部特別振興対策事業費補助金 

・沖縄米軍基地所在市町村活性化特別事業費補助金 

（※ 平成２０年４月１日をもって、特別行動委員会関係教育施設等騒音防止

対策事業費補助金は教育施設等騒音防止対策事業費補助金に、特別行動委
員会関係施設周辺整備助成補助金は施設周辺整備助成補助金に、特別行動
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委員会関係道路改修等事業費補助金は道路改修等事業費補助金に、特別行
動委員会関係特定防衛施設周辺整備調整交付金は特定防衛施設周辺整備調

整交付金に、それぞれ統合） 

【以上措置予定】 

 
 

（注１）措置状況及び国庫補助金等の名称は、平成20年5月28日現在。今後新設される

国庫補助金等や既に交付の終了した国庫補助金等についても、上記に準じて措置。 

 
（注２）地方自治体には直接関係しないが、今回の改善措置にあたり一括して措置対象

とされた国庫補助金等が一部含まれる。 

 



国の出先機関の見直しについて（事務・権限の仕分けの考え方） 

事務・権限の分類（想定される主なもの） 考え方 

①助成（対民間） 

民間事業者・個人等に対する助成・
支援等に関するもの 

②調整（対民間） 

民間事業者・個人等の諸活動の調
整・あっせん等に関するもの 

○ すでに地方でも同様の事務を行っており、地方に一元化することを基本とする。 

○ 一部を国で実施せざるを得ないと認められる場合（※）は、対象範囲を明確化・厳格
化した上で、原則として本府省で実施。 

【※の事由：「国際性」「広域性」「統一性」「新規性」等（注１参照）】 

１重複型 

事務・権限が法令上一
の主体に専属させら
れておらず、国と地方
自治体がそれぞれ処
理することが許容さ
れているもの 

③広報啓発・相談（対民間） 

民間事業者・個人等に対する広報・
普及啓発・相談等に関するもの 

○ 関連する他の分類の事務・権限（許認可・監督、助成等）に従属して同様の取扱
いとすることを基本とする。 

①直轄公共事業 

直轄公共事業に関するもの（整備、
維持管理、調査等） 

○ 事業の受益範囲・流域・ネットワーク等による区分を明確化した上で、以下の取
扱いとする。 

広域的なもの： 直轄事業の対象範囲を極力限定 
地域的なもの： 原則として地方が担う 

○ 地域的なものの一部を国で実施せざるを得ないと認められる場合（※）は、対象範囲
を明確化・厳格化した上で実施。 

【※の事由：「緊急性」「新規性」等（注１参照）】 

○ 必要に応じ、整備と維持管理の区分や、計画・設計・施工等の段階による区分も
反映。 

２分担型 

法令上、事業規模の大
きさや事務・権限の対
象範囲等によって国
と地方自治体がすで
に一定の役割分担を
しているもの 

②許認可・監督（対民間） 

民間事業者・個人等の諸活動の許認
可・監督等に関するもの 

○ 複数の地方自治体にまたがる事案を国が分担している場合は、地方自治体の域外
規制等による対応を検討。 

○ 上記以外の区分で国と地方が役割分担している場合は、地方に一元化することを
基本とし、一部を国で実施せざるを得ないと認められる場合（※）は、対象範囲を明確
化・厳格化した上で、原則として本府省で実施。 

【※の事由：「国際性」「統一性」「緊急性」等（注１参照）】 

①許認可・監督（対地方自治体） 

地方自治体の諸活動の許認可・監督
等に関するもの 

②助成（対地方自治体） 

地方自治体に対する助成・支援等に
関するもの 

○ 本府省と地方自治体との間の経由・連絡事務については、廃止し、本府省で直接
実施することを基本とする。 

・ 経由・連絡事務以外の事務・権限や、経由・連絡事務の根元にある本府省の事
務・権限については、必要に応じ、義務付け・枠付け及び関与の見直しのなかで
取扱いを検討。 

③調整（対地方自治体） 

地方自治体の諸活動の調整・あっせ
ん等に関するもの 

○ 地方の自主性にゆだねることを基本とし、一部を国で実施せざるを得ないと認め
られる場合（※）は、対象範囲を明確化・厳格化した上で、原則として本府省で実施。 

【※の事由：「国際性」「広域性」「統一性」等（注１参照）】 

３関与型 

地方自治体への関与
等 

④広報啓発・相談（対地方自治体） 

地方自治体に対する広報・普及啓
発・相談等に関するもの 

○ 関連する他の分類の事務・権限（許認可・監督、助成等）に従属して同様の取扱
いとすることを基本とする。 

①許認可・監督（対民間） 

民間事業者・個人等の諸活動の許認
可・監督等に関するもの 

○ 地方自治体による総合行政の確立等（注２）に資するものは地方移譲を基本とする。 

○ 複数の地方自治体にまたがるものと、一つの地方自治体で完結するものの区分が
可能な場合は、以下の取扱いとする。 

広域的なもの： 地方自治体の域外規制等による対応を検討 
地域的なもの： 原則として地方が担う 

○ 一部又は全部を国で実施せざるを得ないと認められる場合（※）は、必要に応じて対
象範囲を明確化・厳格化した上で、原則として本府省で実施。 

【※の事由：「国際性」「統一性」「緊急性」等（注１参照）】 

②保険 

公的保険等に関するもの 

○ 保険制度（保険者、保険財政等）との関係を踏まえつつ、地方自治体による総合
行政の確立等（注２）に資するものは地方移譲を基本とする。 

③登記 

登記に関するもの 

④国家試験 

国家試験に関するもの 

⑤統計 

統計調査に関するもの 

○ 地方自治体による総合行政の確立等（注２）に資するものは地方移譲を基本とする。 

○ 一部又は全部を国で実施せざるを得ないと認められる場合（※）は、必要に応じて対
象範囲を明確化・厳格化した上で、民間委託等を重点的に考慮し、なお直接実施す
べきものは原則として本府省で実施。 

【※の事由：「統一性」等（注１参照）】 

４国専担型 

現在は主に国のみで
その事務を行ってい
るもの 

⑥その他 ○ 個別に検討。 

（注１）「国で実施せざるを得ないと認められる場合」の事由の例 

○「国際性」外国政府等との連携・調整等を伴うもので、相手方が地方自治体を折衝の対象と認めず、国（本府省）を経由した対応も困難なもの 

○「広域性」複数の都道府県に関係し、関係都道府県から要望があるもの 

○「統一性」地方移譲に際し法定受託事務とすることとして、国の指示等を認めてもなお、各都道府県の対応の相違により著しい支障を生じるもの 

○「緊急性」地方移譲に際し法定受託事務とすることとして、国の指示等を認めてもなお、緊急時の対応に著しい支障を生じ、国民の生命・財産に重大

な被害を生じるもの 

（直轄公共事業の場合： 国民の生命・財産に重大な被害を生じ、特に緊急の対応を要する災害復旧事業） 

○「新規性」期間を限定して試行的に実施するもの 

（直轄公共事業の場合： 先進的で高度な技術力・専門知識等を要するものであって、将来は地方にまかせることを前提とするもの） 

（注２）「地方自治体による総合行政の確立等」の例 

○ 地方自治体による総合行政の確立、地方自治体の自主性・自立性の発揮、住民の利便性の向上、国と地方を通じた行政の簡素化・効率化 等 

○ 特に、地方が独自に行わざるを得なくなっている施策に関連する国の出先機関の事務・権限 

（注３）重複型、分担型及び国専担型における本府省と民間事業者・個人等との間の経由・連絡事務については、必要に応じ、根元にある本府省の事務・権限と

あわせて取扱いを検討。また、本府省の事務・権限を存置する場合も、経由・連絡事務は廃止し、本府省で直接実施することを基本とする。 

別紙３ 

（第５章（１）関係） 


	2-1.第一次勧告　別紙１（確定版）
	2-2.第一次勧告　別紙２（確定版）
	2-3.第一次勧告　別紙３（確定版）



